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論文審査の結果の要旨 

１．検討対象分野・中心的論点

 松山沙織学生提出博士論文「非国際的武力紛争における戦争犯罪概念―その拡大の意義―」は、1990年代以降顕
著になってきた非国際的武力紛争における非人道的行為の戦争犯罪としての処罰の傾向を国際法の観点から評価

し、そのような処罰が武力紛争法に与える影響を検討しようとするものである。

国際法の一分野に武力紛争法（国際人道法）があり、主に国際的武力紛争（国家間武力紛争等）を規律してき

た。内戦のような非国際的武力紛争については、内乱を起こすことは国際法上違法ではないものの、正統政府の国

内法による反徒の制圧と処罰を国際法は禁止しないから、主に国内法の問題と考えられてきた。そこでは、武力紛

争法を遵守しても反徒はいずれにせよ国内法で罰せられるので、非国際的武力紛争を規律する武力紛争法規則はあ

まりなく、違反行為を国際法上の戦争犯罪として処罰する意味も特になかった。しかるに、1990年代半以降、旧ユ
ーゴスラヴィア国際刑事裁判所(ICTY)やルワンダ国際刑事裁判所(ICTR)が非国際的武力紛争における非人道的行為
を戦争犯罪として処罰し、1998年採択の国際刑事裁判所(ICC)規程もそのような条項を設けた。
このように非国際的武力紛争における戦争犯罪の存在が国際的な刑事裁判所規程で明示され、実際に処罰が行わ

れている。従来の武力紛争法体系からは観念しにくいとされながら戦争犯罪として処罰が行われつつあることが果

たして武力紛争法の基本構造を崩さないまま説明できるのか、処罰実行の継続が武力紛争法にいかなる影響を与え

るのかを検討するのが本論文の中心的な関心事である。

２．論文構成・概要

 本論文は、序章、第I部から第III部の三部構成の本論、及び終章から構成される。序章は、非国際的武力紛争に
おける戦争犯罪処罰の理論的困難性がいずれにあるか、そして、これまでの学説及び判例がその根本的な問題を必

ずしも十分には認識していなかったことをいう。続く第I部「非国際的武力紛争をめぐる武力紛争法の基本構造」
では、従来の武力紛争法が限定的ながら非国際的武力紛争規律のため設けていた規則群を歴史的展開に沿い三章に

分けて概観している。すなわち、第１章「交戦団体承認」、第２章「1949年ジュネーヴ諸条約共通第３条」、及び
第３章「1977年第２追加議定書」である。そこでは、正統政府による国内法秩序維持と矛盾しない限りで武力紛争
法規則が存在したにすぎず、刑法の内乱罪等で処罰可能な反徒の行為を戦争犯罪として罰することもなかったこと

を確認する。

 これが1990年代に入って変わり始めたことが第II部「非国際的武力紛争における戦争犯罪概念の出現」で分析さ
れている。第４章「旧ユーゴスラヴィア国際刑事裁判所(ICTY)」及び第５章「ルワンダ国際刑事裁判所(ICTR)」の
二章からなるこの部では、ICTY/Rの規程と判例が検討され、非国際的武力紛争における戦争犯罪の史上初の大規
模組織的処罰の実行が評価されている。そこでは、かかる処罰が可能となった要因として、国内司法制度が崩壊し

た状況で国際的な刑事裁判所が介入したという特殊事情、すなわち、戦争犯罪概念が国内法秩序維持と衝突する故

に承認されにくいという事情がなかったことも認識されている。

 第III部「非国際的武力紛争における戦争犯罪概念の定着と拡大」は、第６章「国際刑事裁判所規程における戦争
犯罪概念」及び第７章「国際刑事裁判所判例における戦争犯罪処罰の展開」から構成され、ICCにおける処罰が分
析されている。この部では、ICTY/Rの審理を契機に議論が開始された論点、つまり、非国際的武力紛争での戦争



犯罪の位置付けという中心的な問題や、さらに派生する諸問題、例えば非国際的武力紛争におけるいわゆるハーグ

法違反の戦争犯罪としての処罰の意味が検討される。この他、新たな展開もここで指摘されている。まず、ICC規
程では非国際的武力紛争が規程上二種に区分されているが、さらに判例上、反徒の組織性要件や暴力行為の烈度要

件の解釈を通じ、管轄対象になりうる非国際的武力紛争の範囲をかなり広くとっていたことが指摘される。また、

戦争犯罪の被害者に敵将兵文民のみならず味方将兵や文民も含むように拡張することで戦争犯罪として処罰可能な

範囲を広げた点にも注目している。これらは確かにICTY/Rにはさほど見られなかった現象で、本論ではそれによ
ってさらにもたらされる通常犯罪や人道に対する犯罪との区別といった理論上の問題点を提起する。

 終章は、三部からなる本論の議論を総括し、非国際的武力紛争における戦争犯罪概念が定着してしまったことが

武力紛争法履行確保にどのような影響を与えるかを論じている。そこではやはり武力紛争法構造との整合的説明が

難しく、戦争犯罪処罰は行為規範としての武力紛争法の違反の履行確保措置ではなく、国際刑事法的にしか意味を

持たなくなることを指摘している。

３．評価

 非国際的武力紛争における非人道的行為を戦争犯罪として処罰することは、1990年代半のICTY/R設立以降、当
たり前のように考えられてきた。不処罰免罪回避を目的とする国際刑事法からすればこれは前進といえるであろ

う。しかし、元々、武力紛争法違反でない行為を戦争犯罪として罰することになるなど武力紛争法履行確保からす

れば理論的難点がある。武力紛争法体系と整合させることを可能とするような回答は依然与えられていないことを

詳細な検討から本論文が示したことは大変重要である。

 他方、正にその理論的問題点の説明の仕方について整理しなければならない箇所が少なくない。例えば、いわゆ

るハーグ法違反を非国際的武力紛争の戦争犯罪として処罰することの問題性と、ICCが処罰範囲を拡張したことか
ら生じる問題は、武力紛争法構造への影響の仕方が相違するので分けて評価しなければならない。全体の展開につ

いても修正を要する部分を残す。第I部は、正統政府その他の実体の行為規範の説明であり、確かにそれを前提に
第II部以下で処罰規範が論じられるが、その関連性の説明に欠ける。このため、第I部と第II部の連結がうまくいっ
ていない。また、非国際的武力紛争での戦争犯罪処罰の展開に関しては、ICTY/RよりもICCの果たした役割がより
大きいと本論文は指摘するが、大きな転換をもたらしたのは、前者であるというのがより妥当な見方であろう。

こうした問題点はあるものの、総合的に評価して、非国際的武力紛争における戦争犯罪処罰をめぐる理論状況の

検討やICCでの新たな展開の分析は、学界に貢献するところが大きく、本論文により博士（法学）の学位を授与す
ることができると審査委員会は判断した。なお、剽窃点検ソフトを用いて本論文に剽窃がないことを確認した。

                                              （了）  


